
   知多北部広域連合介護予防・日常生活支援総合事業の実施に関する条例 

（平成２９年２月２７日条例第３号） 

（平成３０年３月 １日条例第４号） 

 

（趣旨） 

第 1条 この条例は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）

第１１５条の４５第１項の規定に基づき知多北部広域連合（以下「広域連合」と

いう。）が行う介護予防・日常生活支援総合事業の実施について、法、介護保険

法施行令（平成１０年政令第４１２号。以下「令」という。）及び介護保険法施

行規則（平成１１年厚生省令第３６号。以下「施行規則」という。）に定めるも

ののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、法、令及び施行規則において使用する用

語の例による。 

 （介護予防・日常生活支援総合事業の実施方針） 

第３条 介護予防・日常生活支援総合事業は、高齢者が、重度の要介護状態となった

場合においても住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営む

ことができるよう、医療、介護、介護予防、住まいその他自立した日常生活に必

要な支援が包括的に確保される体制を実現するため、地域の実情に応じた住民等

の多様な主体が参画する多様なサービスを充実させることにより、地域の支え合

いの体制づくりを推進し、効果的かつ効率的な支援等を行うものとする。 

（介護予防・日常生活支援総合事業の種類） 

第４条 広域連合は、介護予防・日常生活支援総合事業として、次に掲げる事業を行

うものとする。 

⑴ 第１号事業として次に掲げる事業 

ア 第 1号訪問事業  

イ 第１号通所事業  

ウ 第１号生活支援事業  

エ 第１号介護予防支援事業 

⑵ 一般介護予防事業（法第１１５条の４５第１項第２号に規定する事業をい
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う。）として規則で定める事業 

（第１号事業支給費の額等） 

第５条 第１号事業支給費の額は、次の各号に掲げる第１号事業の区分に応じ、当該

各号に定める額とする。 

⑴ 第１号訪問事業のうち、介護予防訪問介護相当サービス（施行規則第１４０

条の６３の２第１項第１号イに規定する旧介護予防訪問介護に係る基準に従っ

て実施する第１号訪問事業をいう。以下同じ。） 規則で定める額の１００分

の９０に相当する額 

⑵ 第１号訪問事業のうち、訪問型サービスＡ（施行規則第１４０条の６３の２

第１項第１号イに規定する旧介護予防訪問介護に係る基準を緩和して実施する

第１号訪問事業をいう。以下同じ。） 規則で定める額の１００分の９０に相

当する額 

⑶ 第１号通所事業のうち、介護予防通所介護相当サービス（施行規則第１４０

条の６３の２第１項第１号イに規定する旧介護予防通所介護に係る基準に従っ

て実施する第１号通所事業をいう。以下同じ。） 規則で定める額の１００分

の９０に相当する額 

⑷ 第１号通所事業のうち、通所型サービスＡ（施行規則第１４０条の６３の２

第１項第１号イに規定する旧介護予防通所介護に係る基準を緩和して実施する

第１号通所事業をいう。以下同じ。） 規則で定める額の１００分の９０に相

当する額 

⑸ 第 1号介護予防支援事業 規則で定める額の１００分の１００に相当する額 

２ 前項の規定にかかわらず、第１号被保険者であって規則で定めるところにより算

定した所得の額が規則で定める額以上である居宅要支援被保険者等（次項に規定

する居宅要支援被保険者等を除く。）に係る第１号事業支給費について前項第１

項から第４号までの規定を適用する場合においては、これらの規定中「１００分

の９０」とあるのは、「１００分の８０」とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、第１号被保険者であって規則で定めるところにより

算定した所得の額が前項の規則で定める額を超える規則で定める額以上である居

宅要支援被保険者等に係る第１号事業支給費について第１項第１号から第４号ま

での規定を適用する場合においては、これらの規定中「１００分の９０」とある
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のは、「１００分の７０」とする。 

４ 前３項の規定にかかわらず、施行規則第９７条第１項各号の規定の例による災害

その他の特別の事情により、第１号事業支給費（介護予防訪問介護相当サービス、

訪問型サービスＡ、介護予防通所介護相当サービス及び通所型サービスＡに係る

第１号事業支給費に限る。以下この項並びに次条及び第７条において同じ。）を

負担することが困難であると広域連合長が認めた居宅要支援被保険者等に係る第

１号事業支給費について前２項の規定を適用する場合においては、第１項第１号

から第４号までの規定中「１００分の９０」とあるのは「１００分の９０を超え

１００分の１００以下の範囲内において規則で定める割合」と、第２項中「１０

０分の８０」とあるのは「１００分の８０を超え１００分の１００以下の範囲内

において規則で定める割合」と、前項中「１００分の７０」とあるのは「１００

分の７０を超え１００分の１００以下の範囲内において規則で定める割合」とす

る。 

（第１号事業支給費の額の特例の申請等） 

第６条 第１号事業支給費について前条第４項の規定（以下「第１号事業支給費の

額の特例の適用」という。）を受けようとする居宅要支援被保険者等は、規則で

定める事項を記載した申請書に特別の事情を証明する書類を添付して、広域連合

長に提出しなければならない。 

２ 第１号事業支給費の額の特例の適用を受けた居宅要支援被保険者等は、その理由

が消滅したときは、規則で定めるところにより、その旨を広域連合長に届け出なけ

ればならない。 

（第１号事業支給費に係る支給限度額） 

第７条 法第５５条に規定する介護予防サービス費等に係る支給限度額の算定の例に

より算定した第１号事業支給費の額と同条第１項に規定する合計額を合算した額

は、同条第２項に規定する額（以下「支給限度額」という。）を超えてはならな

い。 

２ 前項の支給限度額を算定する場合においては、施行規則第１４０条の６２の４第

２号の第１号被保険者は、要介護認定等に係る介護認定審査会による審査及び判

定の基準等に関する省令（平成１１年厚生省令第５８号）第２条第１項第１号に

規定する要支援状態区分に該当する居宅要支援被保険者とみなす。ただし、当該
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第１号被保険者に係る支援の必要の程度を勘案して広域連合長が特に必要がある

と認めるときは、同項第２号に規定する要支援状態区分に該当する居宅要支援被

保険者とみなすことができる。 

（不正利得の徴収） 

第８条 偽りその他不正の行為によって第１号事業支給費を受けた者があるときは、

広域連合長はその者からその支給の価額の全部又は一部を徴収することができる。 

２ 広域連合長は、指定事業者が、偽りその他不正の行為により法第１１５条の４５

の３第３項の規定による支払を受けたときは、当該指定事業者から、その支払っ

た額につき返還させるべき額を徴収するほか、その返還させるべき額に１００分

の４０を乗じて得た額を徴収することができる。 

（指定事業者の指定等） 

第９条 広域連合長は、法第１１５条の４５の５第１項の申請があった場合において、

次の各号のいずれかに該当するときは、法第１１５条の４５の３第１項の指定

（以下「指定事業者の指定」という。）をしてはならない。 

⑴ 申請者が法人でないとき。 

⑵ 申請者（当該申請に係る法人の役員等を含む。次号から第６号まで及び第１

０号において同じ。）が、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は

執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

⑶ 申請者が、法又は令第３５条の２各号に掲げる法律の規定により罰金の刑に

処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であ

るとき。 

⑷ 申請者が、令第３５条の３各号に掲げる労働に関する法律の規定により罰金

の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの

者であるとき。 

⑸ 申請者が、保険料等（法第７０条第２項第５号の３の保険料等をいう。以下

この号において同じ。）について、当該申請をした日の前日までに、納付義務

を定めた法律の規定に基づく滞納処分を受け、かつ、当該処分を受けた日から

正当な理由なく３月以上の期間にわたり、当該処分を受けた日以降に納期限の

到来した保険料等の全てを引き続き滞納している者であるとき。 

⑹ 申請者が、法第１１５条の４５の９（第１号を除く。）の規定により指定を
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取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過しない者（当該指定の取

消しの処分に係る行政手続法（平成５年法律第８８号）第１５条の規定による

通知があった日前６０日以内に当該法人の役員等であった者で当該取消しの日

から起算して５年を経過しないものを含む。）であるとき。ただし、当該指定

の取消しが、指定事業者の指定の取消しのうち当該指定の取消しの処分の理由

となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該指定事業者による業務

管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該指定事業

者が有していた責任の程度を考慮して、この号本文に規定する指定の取消しに

該当しないこととすることが相当であると認められるものに該当する場合を除

く。 

⑺ 申請者と密接な関係を有する者が、法第１１５条の４５の９（第１号を除

く。）の規定により指定を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経

過していないとき。ただし、当該指定の取消しが、指定事業者の指定の取消し

のうち当該指定の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止

するための当該指定事業者による業務管理体制の整備についての取組の状況そ

の他の当該事実に関して当該指定事業者が有していた責任の程度を考慮して、

この号本文に規定する指定の取消しに該当しないこととすることが相当である

と認められるものに該当する場合を除く。 

⑻ 申請者が、法第１１５条の４５の９（第１号を除く。）の規定による指定の

取消しの処分に係る行政手続法第１５条の規定による通知があった日から当該

処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に施行規則第１４０

条の６２の３第２項第４号の規定による第１号事業の廃止の届出をした者（当

該事業の廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該届出の日から起

算して５年を経過しないものであるとき。 

⑼ 前号に規定する期間内に施行規則第１４０条の６２の３第２項第４号の規定

による第１号事業の廃止の届出があった場合において、当該申請に係る法人の

役員等が、前号の通知の日前６０日以内に当該届出に係る法人（当該事業の廃

止について相当の理由がある法人を除く。）の役員等であった者で、当該届出

の日から起算して５年を経過しないものであるとき。 

⑽ 申請者が、当該申請前５年以内に法第２３条に規定する居宅サービス等又は
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第１号事業に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 

２ 広域連合長は、法第１１５条の４５の５第１項の申請があった場合において、広

域連合の区域において提供される第１号事業の量が、介護保険事業計画（法第１

１７条第１項の規定により広域連合が定める介護保険事業計画をいう。）におい

て定める広域連合の区域における当該第１号事業の見込量に既に達しているか、

又は当該申請に係る指定事業者の指定によってこれを超えることになると認める

ときその他の介護保険事業計画の達成に支障を生ずるおそれがあると認めるとき

は、指定事業者の指定をしないことができる。 

３ 広域連合長は、指定事業者の指定をするに当たって、第１号事業の適正な運営を

確保するために必要と認める条件を付することができる。 

 （第１号事業に係る基準） 

第１０条 施行規則第１４０条の６３の６の規定により広域連合が定める第１号事業

に係る基準は、規則で定める。 

（公示） 

第１１条 広域連合長は、次に掲げる場合には、指定事業者の名称、指定事業者の指

定に係る事業所の所在地その他の規則で定める事項を公示するものとする。 

⑴ 指定事業者の指定をしたとき。 

⑵ 施行規則第１４０条の６２の３第２項第４号の規定による廃止の届出があっ

たとき。 

⑶ 法第１１５条の４５の９の規定により指定事業者の指定を取り消し、又は指

定事業者の指定の全部若しくは一部の効力を停止したとき。 

（報告等） 

第１２条 広域連合長は、介護予防・日常生活支援総合事業の適切かつ有効な実施を

図るため必要があると認めるときは、第４条に規定する事業を行う者（以下この

項において「事業者」という。）若しくは事業者であった者若しくは当該事業に

係る事業所の従業者であった者（以下この項において「事業者であった者等」と

いう。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、事業者若し

くは当該事業に係る事業所の従業者若しくは事業者であった者等に対し出頭を求

め、又は当該職員に、関係者に対して質問させ、若しくは当該事業に係る事業所、

事務所その他当該事業に関係のある場所に立ち入り、その設備若しくは帳簿書類
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その他の物件を検査させることができる。 

２ 前項の規定により質問又は検査を行う場合においては、当該職員は、その身分を

示す証明書を携帯し、かつ、関係人の請求があるときは、これを提示しなければ

ならない。 

３ 第１項の規定による権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。 

（委任） 

第１３条 この条例に規定するもののほか、介護予防・日常生活支援総合事業の実施

に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年条例第４号） 

この条例は、平成３０年８月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 


